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高等学校の特色と生徒の実態に応じた特別支援教育体制の在り方 
－ 特別支援教育コーディネーターの役割 － 
 
    学校力開発分野（16220919）矢 口 暁 子 
 
    山形県内の高等学校における特別支援教育について，国や県の現状を踏まえ調査した。   
アンケートや聞き取り調査を行う中で各校様々な課題を抱えていることがとがわかった。 
特に総合学科のある高等学校では，支援が必要な生徒の数に対して支援体制が追いついて
いないという現状が見られた。このことから，特別支援教育コーディネーターの役割と，
養護教諭との連携を軸においた実践を行い，高等学校の特色と生徒の実態に応じた特別支
援教育体制の望ましい在り方について考察した。 
 
［キーワード］ 高等学校，特別支援教育コーディネーター，総合学科，支援体制，養護教諭 
 
１ 問題の所在と方法 
筆者の所属校は総合学科であり，成績上位と下
位の差が大きく，生徒は多様な進路を希望してい
る。筆者は所属校において特別支援教育コーディ
ネーターであり，支援を必要とする生徒が増加，
多様化していることを実感している。下記のとお
り，同様の課題は所属校に限らず広く存在し，そ
の適切な対応が求められている。 
文部科学省（2015）によれば，2009年 3月時点
で高等学校進学者全体に対する発達障害等困難の
ある生徒の割合は約 2.2％である（表 1）。 
表１ 「課程別，学科別における高等学校進学者
中の発達障害等困難のある生徒の割合」（文部科学
省 2009年３月現在）  
課程別 学科別 
全日制  1.8％ 普通科 2.0％ 
定時制 14.1％ 専門学科※１ 2.6％ 
通信制  15.7％ 総合学科※２ 3.6％ 
※１：専門教育を主とする学科 
※２：普通教育及び専門教育の選択必修を旨として総合的に施す学科 
この表によれば，高等学校には発達障害等の困
難を抱えている生徒が，特に定時制・通信制に多
い。また学科別に見ると，筆者の所属校でもある
総合学科は 3.6％であり，全国的にみても普通科
に比べて，特別な支援を必要とする生徒（以下「支
援を要する生徒」）が多いことが分かる。 
「県立高等学校における特別な教育的支援を要
する生徒の状況について」等の調査（文部科学省，
2015）によると，2015年度の山形県における支援
を要する生徒の数は，①医師の診断があり，保護
者から要支援の申し出がある生徒 717人，②医師
の診断はないが，保護者から要支援の申し出のあ
る生徒 121人，③診断や申し出は無いが，学校が，
独自に支援が必要だと判断している生徒 344人で
ある。例えば①では，2007年度の調査開始時の人
数 160人から，約 4.5倍に増加している。医師の
診断の中で最も多い障害は注意欠陥多動性障害
（ADHD）で 81人，次いでアスペルガー症候群の 62
人である。義務教育の通常の学級に在籍する支援
を要する児童生徒の割合（2015）も，前回調査
(2006:6.2％)より高い傾向にあると公表されてい
る(第２次山形県特別支援教育推進プラン，2013）。 
高等学校においても「支援を要する生徒」は増
加傾向にあり，支援内容も多様化している。この
ような生徒にしっかり対応し，個々のニーズに応
じた指導ができる支援体制が必要である。 
支援を要する生徒の実態，支援体制，特別支援
教育コーディネーター（以下コーディネーター）
の役割について明らかにするため，山形県内の高
等学校８校（普通科・専門学科・総合学科・先進
研究校×２校）に対して，以下のようなアンケー
ト調査を行い，教員 269名とコーディネーター９
名から回答を得た（矢口，2017）。 
＜教員へのアンケート調査＞ 
 アンケートの結果の考察にあたって，普通科２
校をグループⅠとし，専門学科２校をグループⅡ，
総合学科２校をグループⅢ，先進研究校の２校を
グループⅣとする。 
国・県の調査結果（文部科学省，2015；山形県
教育委員会，2015）と同様に，どのグループでも，
自分が受け持っている授業の中に診断がついてい
る生徒がいると回答している割合が高い（図１）。
グループⅠの高等学校では約半数の教員が授業で
診断のある生徒を担当しており，グループⅣの高
等学校では約８割の教員が指導している。 
 
図１ 発達障害のある生徒の存在 
Ｑ２「Ｑ１で『いる』と答えた方にお聞きしま
す。その診断名をお書きください。」との質問（グ
ラフ省略）には，「学習障害」「注意欠陥多動性障
害（ADHD）」「高機能性自閉症」等の選択肢を準備
したが，注目すべきはその回答が教員によって違
いが出たことである。これは一人の生徒に対する
見方が教員によって違うことを示唆する。本来は，
問題が起きた場合の対応が診断名によって異なる
ため，学校全体で共有しておく必要がある。 
 
図２ 診断はないが支援が必要な生徒の存在 
図２（Ｑ３）によると，グループⅠでは支援が
必要な生徒は比較的少ないと捉えられているが，
他では高い。診断書の有無に関わらず，生徒の個
に応じた支援が必要だと感じている教員は多い。 
 
図３ 支援が必要な生徒への教員の対応 
Ｑ４に関する数値は全体的には高くないが，グ
ループⅢでは約半数の先生方が一人では対応しき
れない状況にあったと回答している（図３）。グル
ープⅢでは支援体制がまだ整っておらず，試行錯
誤している段階であると考えられ，グループⅣで
は研究の段階で支援体制が徐々に整備され，生徒
に対してどのような個別対応が有効であるか，共
有できているものと考えられる。 
Ｑ７「今後どのような取り組みが必要だと考え
ますか」に対して，どのグループでも「発達障害
などの支援が必要な生徒について，校内で共通理
解すること」と「支援員が配置されること」と回
答している割合が高く，共通理解は必要だができ
ていない厳しい状況が窺える。「支援計画の作成」
と回答した中には「担任の負担が増える」等の記
載もあり，多忙化への懸念も示された。 
＜コーディネーターへのアンケート調査＞ 
各グループのコーディネーターがそれぞれ行っ
ている特徴的な項目と，必要と感じていることに
ついてみていく（図４）。 
Ｑ３．あなたが特別支援コーディネーターとして取り組んでいるこ
とはどのようなことですか。 
①．生徒の支援に関する情報の共有 ②生徒の実態把握 ③校内研
修の企画・運営 ④個別指導計画の作成，⑤個別の支援計画の作成 
⑥中学校との引継ぎ・連絡 ⑦他機関（医療・福祉）との連絡・調
整 ⑧担任に対する相談の窓口 ⑨保護者に対する相談窓口 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ コーディネーター調査結果 
グループⅣでは全教職員で特別支援教育に当た
る体制が構築できているため，コーディネーター
の取り組みは最小限に抑えられていると考えるこ
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とができる。 
グループⅠ・Ⅲではまだまだ専門的な知識が必
要だと考えられ，教員の理解も必要不可欠である
が，より良い支援を行うには人員の確保が必要で
あると捉えている。グループⅡでは個人で抱えて
いる業務内容に負担を覚えていることが読み取れ
る。グループⅣでは，支援が必要な生徒の数が多
いということからみても，人員の確保が早急に必
要であることが考えられる。 
以上から，コーディネーターが担っている役割
は多岐にわたり，特にグループⅠ・Ⅱではコーデ
ィネーターを養護教諭が兼任していることもあり，
生徒・担任のみならず保護者の相談窓口ともなっ
ていることが分かった。さらに，普通科，専門学
科，総合学科，先進研究校それぞれの抱えている
問題点に違いがあることも読み取ることができた。 
 また，各高等学校がどのような支援体制を構築
し取り組んでいるかを尋ねて，学校ごとの特色や
生徒の実態に則した対応について検討した。 
グループⅠのＢ高等学校では支援が必要な生徒
の数が少ないということもあり，ほぼ全教職員で
情報が共有できており，対応の仕方も周知徹底さ
れている。個のニーズに応じた指導が確立できて
いる学校であると言えよう。コーディネーターが
複数配置されており，役割を分担することで多忙
化を抑止し，仕事も分担できていた。さらに，コ
ーディネーターが複数配置されていることで「複
数名の生徒を抱えた場合も対応できる」「互いに相
談しながら進めていける」「業務を抱え込みすぎな
いようになった」など，複数配置のメリットを挙
げた。グループⅡのＤ高等学校は，かなり徹底し
た特別支援教育を行っている。教職員の情報共有
はもちろんのこと，独自教材を利用した学び直し
による基礎力定着の強化，生徒の意識改革，特に
キャリア教育に力を入れている。希望の進路実現
ができるよう，保護者や地域，外部機関とも連携
を密にしている。校長の強いリーダーシップ，特
別支援教育について大学院で学んだ教員，支援員
の配置が，このような取組を支えていると考えら
れる。コーディネーターだけでなく，教職員全体
で取り組む姿が見られる。 
グループⅢのＦ高等学校では管理職が代わった
ということで新体制の構築に力を入れている。障
害もその生徒の「個性」と捉え，それを如何に伸
ばすか，教職員の研修等にも力を注いでいる。今
後は発達障害を持つ生徒に対して，他の生徒・保
護者からの理解を得られるよう，インクルーシブ
教育を広めていくことが急務であると認識してお
り，コーディネーターを中心に先進研究校の情報
なども取り入れ，体制づくりを模索している。 
グループⅣのＧ高等学校では地域と連携した取
り組みが特徴的である。中学校との情報共有も成
されており，教職員間でも協働しながら指導を行
っている。通級による指導も取り入れており，近
年，地域以外の中学校出身の生徒が増加している
ことで，これまで以上に中学校との連携を密にし
ていく必要性が指摘された。 
全国的にコーディネーターが複数指名されてい
る学校は増加しているが，山形県内の実状はそこ
まで進んではいないようである。県内の公立幼稚
園・小学校・中学校・高等学校におけるコーディ
ネーターの指名は 100％行われており，校内委員
会の設置も，小学校・中学校・高等学校ともに
100％行われている。（文部科学省,2015）しかし，
コーディネーターを専任として指名している学校
は，小学校で 13.1％，中学校で 23.5％，高等学校
で 50％となっており，かなりの教員が他の校務分
掌と兼任していることが読み取れる。 
アンケート調査，聞き取り調査の結果，それぞ
れの特徴に応じた高等学校の支援体制，教職員の
意識，コーディネーターの各学校における役割等
についての共通点や違いについて明らかになった。
コーディネーターが複数配置されている高等学校
では，学校体制や支援内容に関しても，より円滑
な支援体制を構築できている。さらに，養護教諭
がコーディネーターを兼任している場合には，日
常的に生徒・教員から相談を受けているだけでな
く，保護者に対する相談窓口になっていることか
ら考えても，養護教諭に対する信頼度はかなり高
いと考えられる。 
以上より，本論では「総合学科の高校における
コーディネーターの役割」「特別支援教育における
養護教諭との連携」について，所属校での実践を
とおして検討することとする。具体的には①「チ
ェックリスト」を活用した生徒の実態把握，②「支
援個表」の作成と改善③日々の実践に活きる校内
研修の企画と運営を行うことにより，全職員の意
識付け，指導方法の改善等を目指す。養護教諭と
の連携については，支援が必要な生徒Ａの変容等
を踏まえてその支援方法の改善を目指す。さらに，
各校の養護教諭の実情を明らかにするため，地区
の養護教諭へのアンケート調査，実習校でのコー
ディネーターへの聞き取り調査を行う。                     
 
２ 実践と考察 
(1)総合学科の高校におけるコーディネーターと
しての実践 
①「チェックリスト」を活用した生徒の実態把握 
４月の時点で要観察の生徒について担任にチェ
ックしてもらう。他県では高等学校用のチェック
リストを作成しているところもあったが，山形県
では中学校用を使用しているとのことなので，こ
こでは本県の中学生用チェックリストを使用した
（図５）。担任には少々負担となるが，生徒をじっ
くりと観察し向き合う機会を得たと，概ね好評で
あった。特に，診断が無く，家庭からも申し出が
ない生徒に対してはチェックをしてみてはじめて
気づく箇所もあった。一方，チェックシートに関
しては「高校ではそぐわない」「文言を変えたほう
がわかりやすい」等の意見が出された。先進校で
使われている独自のシートの検討，活用の周知等，
次年度改善していくことにした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ チェックリスト２（中学校共通）【生活面，行動面】
の一部（山形県教育庁 HPより筆者作成） 
②「支援個票」の作成と改善 
 中学校からの申し送りだけでなく，家庭からの
申し出があった生徒に関しては「個別支援計画」
を作成している。しかし，家庭からの申し出がな
く，中学校からの申し送りの内容も「〇〇の疑い」
等の生徒については，本校独自の「支援個票」を
作成することとした（図 6）。個票は，チェックリ
ストを参考に筆者が作成したもので，生徒の特性，
指導上の注意点や問題があった場合の対処法を記
載する。年度当初，若手教員から「どう接して良
いのか分からない」「こういう場合はどう対処すれ
ば良いのか」といった問い合わせが複数回あった。
次年度は年度初めから使えるようにしたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６ 支援個票の表面（筆者作成一部抜粋） 
裏面には，約 10年前から所属校で実施している
テストバッテリーM2＋（知的能力＋適応傾向＆向
性・性格検査：田研出版）の結果を一緒にラミネ
ートすることとした（図７）。 
 
図７ 支援個票の裏面（田研出版「TK式テストバ
ッテリーＭ２＋」より一部抜粋） 
チェックリスト２（中学校共通）【生活面・行動面】 
Ⅰ 授業場面で以下のような様子が見られますか（１／１） 
□ ①必要もないのによく席を立つ 
□ ②席に座っていても落ち着きのない行動（絶えず体を動かす、椅子をがたがたさせ
るなど）が目立つ 
□ ③非常によくしゃべる 
□ ④話にまとまりがなく、何を言っているのかよく分からない 
□ ⑤注意を持続して課題に取り組むことが難しい 
□ ⑥特に新しいもの、難しそうなものだと「分からない、出来ない」と言って初めか
ら学習や活動へ取り組もうとしない 
□ ⑦勉強で細かいところまで注意を払わなかったり、不注意な間違いをしたりする 
□ ⑧黒板の視写に時間がかかる 
□ ⑨ボーッとしている場面が多く見られる 
□ ⑩他児にちょっかいを出すことがとても多い 
□ ⑪面と向かって話しかけられているのに、聞いていないようにみえる 
□ ⑫質問を最後まで聞かないうちに答えを言うことがある 
□ ⑬いつも教師の注意をひこうとする 
□ ⑭指示に従えず、また仕事を最後までやり遂げることができない 
□ ⑮教師の働きかけに対して口ごたえが多い 
□ ⑯質問に対して的外れの答えをすることが多い 
□ ⑰質問をされた時や発表の時などに、 
吃音やチックが出やすい 
□ ⑱知的な能力のわりには、成績が伸 
びないように思われる 
 
チェック数（生活面・行動面） 
 
授業場面    /１８ 
【生活面・行動面】 
Ⅰ 授業場面 
  ④話にまとまりがなく，何を言っているのかよく分からない 
  ⑤注意を持続して課題に取り組むことが難しい 
  ㉕指示に従えず，また仕事を最後までやり遂げることができない 
Ⅱ 休み時間 
  ①ゲームや集団の中で，自分の順序が来るのを待てない 
  ⑥他人の会話に割り込むことがよくある 
Ⅲ 学校生活全般 
  ①忘れ物が極端に多い 
  ④偏食，過食，小食などが著しい 
  ⑦服装が極端にだらしない 
  ⑫言動が同年齢の子と比べて幼い 
  ⑰感情のコントロールが上手くできない 
【その他】行動面の特性等 
昼休みはベランダに出て外を眺めていることが多い 
【指導上の留意点】 
体育やグループワークで配慮が必要な生徒である。特に，授業中に教師の発問に対
して解答する場面や，発表会等は苦手であり，かなりのストレスとなることが多く，
腹痛を訴えることもある。パニックになった時は別室に移動し，クールダウンさせ，
何分後に戻れそうか確認する。知的には問題がないが，受業ではなるべく可視化す
るようにし，得意な数学や美術の授業でなるべく褒めるようにする。徐々に社会性
を身に付けさせるために，今後ソーシャルスキルトレーニングをしていくことは保
護者も了承済みである。クラスや部活動でサポートしてくれる生徒がいるので，状
況をこまめに確認しながら指導していく。 
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これは，例年１年次４月に実施しているテスト
であり，これまで必ずしも有効活用できていない
状況であった。全職員が効果的に活用できるよう，
まずは支援を要すると判断される生徒の指導への
活用を目指した。 
「支援個票」には，不明な点や改善が必要な点
がいくつか見いだされた。たとえば生徒の顔写真
は支援個票にも必要といった声もあった。数回の
内容変更を経て，今年度はとりあえず「型」をつ
くることで落ち着いた。「誰でもできる」ようにし
ておかないと，今年度のみで終了してしまう可能
性もあるという他教員からのアドバイスもあった。
もっとも利用頻度の高い若手の教員や，養護教諭
と相談しながら今後も改善を継続したい。 
③校内研修の企画と運営 
４月に教職員に向けて研修会の内容についてア
ンケートを実施した。選択肢は「健康について，
食育について，いじめ・不登校について，特別支
援教育について，ごみ問題について，その他(自由
表記)」であるが，もっとも回答が多かったのは特
別支援教育に関する研修希望であった。そこで，
生徒の支援のために知識を広げ，教員一人ひとり
の意識を高める目的で，特別支援教育に関する研
修会を行うこととした。養護教諭間のネットワー
クによる評価を踏まえて，12月 5日（火）県教育
センターより講師を迎えて研修会を実施した。所
属校には，「通級」など全く聞いたことも無いとい
う教員もおり，ごく基礎的なところから研修を行
う意義があると感じた。この研修後，教職員にア
ンケートを実施した。「具体的な事例がわかりやす
かった」「自立活動についてもっと詳しく聞きたか
った」等様々な意見が寄せられた。時間の関係で
割愛された「グループワークもやってみたかった」
等の記載もあり，次年度の研修内容も精査してい
く必要性を感じた。テスト期間であるため，出席
率が気になっていたが，ほとんどの教員が参加し
ていたことに安堵したと同時に，特別支援教育へ
関心の高さと必要性を実感した。研修後，教員間
で「通級」や「自立活動」に関して話題に上るこ
とが増え，筆者に質問をする教員も多くなってき
た。以上から，特別支援教育への理解や対応等に
ついて，教職員の現状を把握し，教職員が必要と
感じる研修を企画・運営することが，コーディネ
ーターの役割として重要であるとあらためて実感
した。 
(2)特別支援教育における養護教諭との連携に関
する実践 
 これまでの教員生活から，高等学校での特別支
援教育において，養護教諭が担っている部分はか
なり大きいと考えている。『特別支援教育における
養護教諭の役割』（2015）によれば，養護教諭が担
う重要な役割として「専門性を生かした保護者へ
のアドバイス」「医療や心理の専門家へのパイプを
つなぐこと」をあげている。コーディネーターを
しいても養護教諭の力は不可欠だと考え，より充
実した支援を行うために以下のことを試みた。 
①地区養護教諭へのアンケート調査 
地区保健養護部会の協力を得て，地区の養護教
諭にアンケートを実施した。９名中６名より回答
を得た。地区でコーディネーターを兼任している
養護教諭は１名いたが，「養護教諭の立場から子ど
ものニーズに応じてかかわっている」という回答
だった。30 年以上の教員経験者も半数おり，「特
別支援教育に関して有効だと考えている取り組み」
の自由記載には，その豊富な経験と知識が窺える。
この回答の中で連携型中高一貫教育事業の高校の
取り組みが参考になる。中学校の時特別支援学級
に在籍していた生徒が入学したため，中学校の支
援員が週３日派遣されるというものである。これ
により，中学校の時の生徒の様子が共有でき，順
調に高校生活を送ることができているとのことで
ある。中学校との連携は必要であり，他の高等学
校でも実施できれば，かなり効率的で生徒のニー
ズに応えた支援が行われる。 
②養護教諭がコーディネーターを兼任している場
合のヒアリング調査 
本年度教職専門実習の際に，実習校のコーディ
ネーター２人に話を伺った。実習校では 2007年度
からコーディネーターは複数配置である。その役
割の重さから一人で担うのは困難であると当時の
管理職が判断し，複数配置になったとのことであ
る。保健主事兼コーディネーターの役割は校内の
連絡係，関係部署との連携，情報の共有化のため
の問題整理，外部機関との連絡等々である。養護
教諭兼コーディネーターの役割は保護者対応，学
年との連携，保護者面談等である。２人の話から，
役割分担がしっかりしており，互いにカバーしつ
つ活動している理想的な配置であると考えられる。 
所属校の養護教諭と実習校の養護教諭の回答で
「養護教諭の仕事は多岐にわたり，ここまでは自
分の仕事，ここからは自分の仕事ではないからや
らないというわけにはいかない」と共通していた。
年々養護教諭に係る負担は増えているようである。
空き時間等はなるべく保健室に行き，生徒の状況
を確認することや，教員・生徒の話を聞くこと，
養護教諭と情報を交換し合うこと等の重要性を再
確認した。特別支援教育でこれまで関わってきた
教員・保護者の話によると，面談の際に養護教諭
が同席することは，担任だけでなく保護者にとっ
ても心強いとのことだった。養護教諭と可能な限
り情報を共有していくことは，特別支援教育にお
いて不可欠である。 
(3)特別な配慮を必要とする生徒Ａへのチーム支
援の工夫 
 生徒Ａは自閉スペクトラム障害であり，中学校
では特別支援学級に在籍していた。所属校では，
支援委員会が学期ごとに年３回，教育相談委員会
が年５回，毎月の保健課会が年 12回行われ，情報
を共有している。 
①毎日の処方薬摂取の確認 
 朝８：００～８：３０生徒Ａが登校するとすぐ
に職員室に来るという約束になっている。別室に
移動し何時に服薬したか，また体調についても確
認する。服薬時間について時々嘘をつくこともあ
るので，生徒の様子を見ながら「本当は何時に飲
んだ？」「本当は７時です」というやり取りをする。
「嘘をつく人は信用されない」「信用されない人は
皆に相手にされなくなってしまう」という話をす
ると素直に飲んだ時間を話すので，日々の観察が
大切である。担任対応が基本であるが，学年主任・
筆者・養護教諭でその日可能な教員が対応するこ
とも多い。薬の服用時間が遅く，特に落ち着きが
ないときは朝読書の時間やＳＨＲの時間も対応す
る。その際，ふりかえりシートを作成し，「今日は
ここができていなかった」「こうすると良いのだ」
ということを気づかせるようにした。可視化する
ことで，本人は何をどうしていけば良いのかを繰
り返し確認することができ，有効であった。 
②学校行事等特別な活動が行われる場合の支援 
昨年度（１年次）のクラスマッチでは，初日に
あまりにも興奮しすぎたため別室でクールダウン
したとのことである。結局落ち着くことはなく，
最終日まで参加することができなかった。今年度
は様々なケースを想定し，事前に備えることにし
た。生徒Ａも昨年度のことを残念に思う気持ちが
強かったため，「何がだめだったのか」確認し，そ
うならないためにはどうすれば良いのかを繰り返
し考えさせた。懸念に反し，当日はクラスの生徒
が生徒Ａの面倒を見てくれたり，本人も率先して
周囲と行動を共にしたりしたため，３日間とも参
加することが出来た。「今Ａがどこで何をしている
か」を多くの教員で確認し合い，こまめに声がけ
をしながら様子を窺っていたことも大きい。３日
間他の生徒と共にクラスマッチに参加することが
できたということは，生徒Ａにとって大きな喜び
と自信につながった。本人の明るい笑顔と「疲れ
た！でも楽しかった！」の言葉に集約されている。 
今年で５年目になる石巻復興ボランティアでは，
当初「長時間バスに乗る」ことが心配された。長
時間の移動には不慣れなため，こまめに休憩をと
ることと，不測の事態に備え，旅行業者からも車
を出してもらった。作業に関しては，自分が興味
を持ったことはとことん突き詰める性格であるた
め，好きな作業を見つけ，時間まで活動すること
ができた。「人と違う」ことを極端に嫌い，「皆と
同じ」ことにこだわるため，「皆は黙々と作業して
いるよ」という声掛けも効果的であったようだ。
事前学習でも興味を喚起し，事後学習でも課題を
クリアすることができた。興味が無いことには全
く関心を示さない生徒Ａが，石巻での様子を筆者
に話すことができた。これは生徒Ａの成長を物語
っており，「最後まで他の生徒と同じことができた」
ことで生徒Ａの自信につながったと考えられる。 
インターンシップの際は受け入れ先がなかなか
決まらなかった。ハローワークからのサポートも
あり，数件にあたってみたものの，生徒Ａの特性
を話すと企業からは「採用となれば別だが，イン
ターンシップなどでは何が起こるか分からないた
め受け入れるのは難しい。」という回答だった。結
局，地元の企業にお願いし，何かトラブルがあっ
た場合はすぐに教員が本人を迎えに行くという条
件のもと，受け入れていただいた。事前に何度も
約束をインプットし，「何かあったらどうなるか」
を本人に確認した。結果的には３日間無事に終え
ることができた。担当者によると，挨拶の不徹底
やお客様・従業員の方々とのコミュニケーション
不足等は否めず，仕事も丁寧とはいえなかったよ
うだ。しかし，就業先の寛容な取り計らいにより，
３日間の就業体験を終えることができ，本人にと
って大きな自信となった。 
山形大学大学院教育実践研究科年報第 9号(2018) 
次に修学旅行での様子であるが，宿泊に慣れて
いない生徒Ａにとって，３泊４日の修学旅行はか
なりの冒険であった。もちろん他の生徒や教職員
にとっても一大行事であり，安心で安全な修学旅
行を保障しなければならない。この間の生徒Ａに
は 24 時間体制の支援が必要であると判断された
ため，引率教員も例年より１名増員し，不測の事
態に備えることとなった。どのような行動が考え
られるか想定し対応策を練って臨んだ。事前に薬
の服薬時間を調節し，生活リズムを整えるように
した。約束を何度も繰り返し確認した。同じ班の
生徒には，何か起きた時や心配なことがある時は
必ず教員に知らせるよう協力を求めた。結果的に
無事帰校することができた。行く先々で土産物屋
に気をとられる等細かいトラブルは多々あったが，
本人も少しずつ学習していることがわかった。特
に班別行動の際に「辛いから先生迎えに来てくだ
さい。」と自分で教員に支援を呼ぶことができた。
癇癪を起すことなく，教員と何度も連絡を取りな
がら４日間を終えることができた。根気よく繰り
返し同じことを話していくことで，少しずつだが
変化が見られた。京都で購入した物を筆者に得意
げに見せる生徒Ａの表情から，同級生と共に４日
間過ごせたことが大きな自信となったことが読み
取れる。 
③スクールカウンセラーと連携した支援 
学期ごとに生徒Ａの近況をスクールカウンセラ
ー（以下 SC）に確認していただいた。生徒Ａに人
見知りは無く，特に大人と話すことが好きな生徒
であるため，SCの先生からはなるべく褒めてもら
うようにすると，安心して話すことができ，落ち
着いてカウンセリングを受けることができた。社
会に出るための訓練の一環として，「ソーシャルス
キルトレーニング（SST）」の必要性についてもお
話いただき，実際に市販の本からコピーした物を
書かせてみた。本人が希望している「就職」をす
るために必要なトレーニングであるということを
理解させた上で，○×で回答できるものから始め
た。養護教諭または筆者が生徒Ａの解答を確認し
ていくと，生徒Ａは自分の行動を振り返りながら
記入していたことが分かり，なぜそう書いたのか
話をすることができた。少しずつステップアップ
しながら，今後も続けていく。 
④校内諸会議での支援に関する計画的な話合い 
毎月中旬に予定されている保健課会議において，
各学年主任・保健課長・保健課員・養護教諭の６
名で情報交換を行う。指導上気になる生徒をピッ
クアップし，問題点や今後の指導方法を確認する。
SCへの相談はどうするか，教育相談委員会に挙げ
た方がいいのではないか等を話し合う。その生徒
を取り巻く環境（家庭環境・友人関係・部活動で
のトラブル等）も確認し，何につまずいているの
か原因を探り，緩和できることは無いのか等話し
合う。特に生徒Ａに関しては近況を確認し，他の
学年からもアドバイスを貰うようにしている。 
年５回計画されている教育相談委員会は教頭・
教務課長・学年主任・当該担任・保健課長・保健
課員・養護教諭で構成される。会議では状況確認
と情報の共有を目的としている。担任が抱え込ま
ないようにするという配慮もある。特に教務課長
が委員であるため，時数不足の生徒が出ないか，
規定上の扱いをどうするか等を確認することがで
きる。生徒Ａについては毎回現状を確認し，保護
者とも連携しながら指導を行っている。 
学期ごとの支援委員会は教頭・学年主任・担任・
保健課長・養護教諭で構成される。生徒Ａについ
ての個別支援計画の作成と見直しを行い，より良
い支援体制を構築するために行う。学期ごとに改
善された点，今後も継続して支援していく点，支
援方法を変更する点等を話し合い，生徒Ａの成長
とともに支援内容を吟味していく。 
 
３ 到達点と課題  
 本研究の目的「総合学科の高校におけるコーデ
ィネーターの実践」及び「特別支援教育における
養護教諭との連携に関する実践」に照らして，成
果と課題について以下にまとめる。 
①コーディネーターの役割を最大限発揮すること 
宮木ほか(2012)は，コーディネーターが抱える
問題として，校内にコーディネーターが１名のみ
の学校が多いこと，担任業務や他の校務分掌との
兼務による多忙化，役割の広範等を上げている。
平成 28 年度特別支援教育体制整備状況調査結果
（2017文部科学省）によると，山形県の公立高等
学校（全日制）では，コーディネーターの指名は
１人が 71.4％，２人が 26.2％，３人以上が 2.4％
であった。実習校での聞き取りを鑑みれば，今後
もコーディネーターの複数配置を呼びかけていく
必要性を感じている。 
矢口（2016）によると，教員へのアンケート結
果から，「通級教室」の設置に関しては「人員の確
保」や「授業内容の多様化」「現場での馴染みがな
い」等が記載されていることにより，各学校だけ
では対応が難しい点が多いことを指摘している。
しかし，現実的に 2018年度より高等学校での通級
指導は開始されることとなっており，先進研究校
であるＧ高校での文部科学省指定研究が本県の指
針となることは明白である。ただし，各高等学校
での状況は様々であるため，今後もコーディネー
ターを中心に学校独自の方法を模索していく必要
があり，教員一人ひとりの意識を向上させること
も重要である。 
②養護教諭との連携により生徒への支援をより円
滑にすること 
生徒が抱える問題も複雑になっている現状にお
いて，教員が心身ともに健康でなくてはその指導
も本末転倒となる。ワークライフバランスを考え
ながら，より良い指導方法を今後も所属校で考え
ていきたい。 
「高等学校における特別支援教育の推進（障害
者差別解消法を踏まえた特別支援教育の推進）」
（2017全国都道府県教育長協議会第１部会）によ
ると，「高等学校における特別支援教育の推進のた
めの体制を整えるにあたり，どのようなことが必
要と考えますか」との質問に関して，「全職員の特
別支援教育にかかわる資質向上」と答えた都道府
県が 45（95.7％），次いで「特別支援教育コーディ
ネーターの資質向上」と答えた都道府県が 43
（91.5％）だった。とするならば，今後も教員・
コーディネーターに求められるものは大きい。よ
り良い支援のために，コーディネーターが担任に
よりそい，担任が一人で責を負うことの無いよう
な環境作りも大切である。コーディネーターは，
これまで以上に養護教諭との連携を図りながら，
生徒一人ひとりのニーズにこたえられるよう研鑽
を積んでいかなければならないと考えている。 
相澤ほか（2011）によると，多少の差があって
も，どこの学校でも特別な支援を必要とする生徒
が在籍しているとある。また，コーディネーター
が校長などの管理職の学校運営方法に苦言を呈し
て，連携・協力の学校文化を作ることも必要だと
述べている。各学校での特別支援教育が思うよう
に進まない場合，改善に向けてコーディネーター
が管理職等へ地道な働きかけを行い，体制を構築
していくようリーダーシップを発揮することも必
要であると考える。教職員や支援員の増員が望め
ない現状において，生徒一人ひとりのニーズに応
えた支援を行うために，コーディネーターは養護
教諭との連携を取りながら，学校体制を含めたチ
ームでの対応を今後も研究していく必要がある。 
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